
第3次伊賀市障がい者福祉計画　令和２年度事業実績 シート

・この計画は、Ｈ２７～R２年度までの６年間です。

　
☆達成率について
６段階評価(達成率)
ＡＡ（計画の内容を100％を越えて実施）
Ａ　（計画の内容を100％実施）
Ｂ　（計画の内容を70％以上100％未満実施）
Ｃ　（計画の内容を50％以上70％未満実施）
Ｄ　（計画の内容を50％未満実施）
Ｅ　（計画の内容を未実施）

【資料５】



 



事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障がい
福祉課

・「伊賀市障がい者福祉ガイド
ブック」を作成し,窓口で説明配
布するとともに、市ホームページ
に掲載します。また、内容につい
ても見直しを行います。
・広報紙の音声・点字版を発行
します。そして、音声･点字版発
行について広報紙に掲載し周知
します。
・広報紙・ホームページ・行政情
報番組を利用して最新の障がい
者福祉の情報を提供します。

・「伊賀市障がい者福祉ガイド
ブック」やホームページの内容を
見直し、最新の情報を提供でき
るように努めました。
・ホームページに、コロナ禍で来
庁せずに手続き可能な制度の
掲載を行いました。
・広報紙他で音声・点字版の広
報の発行についてのお知らせを
掲載し周知を図りました。

・障がい福祉に関する情報を周
知することができました。今後も
最新の情報を提供できるよう定
期的に内容の見直しを行いま
す。
・広報紙が月１回となり、掲載時
期や記事への配慮がより必要と
なりました。

回数 10 12 AA 11

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障がい
福祉課

障がいのある人に対する市職員
の理解を深めるため、職員を対
象にした研修会を開催します。

市職員の障がい理解を深めるた
めに研修会を年２回開催する予
定でしたが、新型コロナウイルス
感染症防止対策により人数を制
限し１回実施しました。

コロナ禍において、今後どのよう
に研修を開催できるか検討が必
要です。 延参加

者数
200 16 D 209

18

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

広聴情
報課

ウェブアクセシビリティに配慮し
たホームページや、ユニバーサ
ルデザインに配慮した文字を
使った広報紙により、高齢者や
障がいのある人へもさまざまな
情報をわかりやすく伝えます。

ウェブアクセシビリティに配慮し
たホームページや、ユニバーサ
ルデザインに配慮した文字を
使った広報紙により、高齢者や
障がいのある人へもさまざまな
情報をわかりやすく伝えました。

今後も、高齢者や障がいのある
人へもさまざまな情報をわかり
やすく伝えていくとともに、各課
へも積極的な情報発信をお願い
していきます。 ホーム

ページ
のアクセ

ス数

420万件 578万件 AA 388万件

新型コロナ
ウイルス
感染症関
連ページ
の閲覧が
多いため、
例年よりア
クセス数が
大幅に増
加してい
る。

18
②情報を活
用する意識
づくりの推進

障がい
福祉課

障がい者団体や保護者会の総
会・研修会等で障害福祉サービ
ス等についての説明を行うととも
に、積極的な情報収集について
啓発していきます。

障がい者団体や保護者会、研
修会等で障害福祉サービス等に
ついての説明を行うとともに、積
極的な情報収集について啓発し
ました。
なお、新型コロナウイルスの影
響により、回数は減少しました。

障がい者団体や保護者会、研
修会等で障害福祉サービス等に
ついての説明を行い、情報活用
のための意識づくりに努めまし
た。
伊賀市障害者福祉連盟、育成
会、保護者会等への参加

回数 10 2 D 10

（１）障がい
者福祉に
関する情
報提供の
充実

方向性
目
標
Ⅰ

基本
方針

Ⅰ
　
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た
生
活
支
援
の
し
く
み
を
つ
く
る

基本計画
計画

ページ

2020（R２）実施事業の進捗状況
備考

目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業実
施課

R1実績Ｒ２年度事業予定

６段階評価(達成率)
ＡＡ 計画の内容を１００％を超えて実施
Ａ　計画の内容を１００％実施
Ｂ　計画の内容を７０％以上１００％未満実施

C　計画の内容を50％以上70％未満実施
D　計画の内容を50％未満実施
E　計画の内容を未実施

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

1 第３次障がい者福祉計画令和２年度事業実績シート



事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率
方向性

目
標
Ⅰ

基本
方針

基本計画
計画

ページ

2020（R２）実施事業の進捗状況
備考

事業実
施課

R1実績Ｒ２年度事業予定
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

（２）総合
相談支援
体制の確
立

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

伊賀市障がい者相談支援セン
ターに、６人の相談支援専門員
を配置し、障がいのある人及び
その家族からの相談に対応する
とともに、障害福祉サービスの
利用等について関係機関との調
整を図ります。また、基幹相談、
一般相談、計画相談の役割を明
確にすることで、相談件数の増
加の対応に努めます。

伊賀市障がい者相談支援セン
ターに、６人の相談支援専門員
を配置し、障がいのある人及び
その家族からの相談に対応する
とともに、障害福祉サービスの
利用等について関係機関との調
整を図りました。
増加する相談に対応するため、
持続可能な相談支援のあり方に
ついて、相談事業所連絡会の中
で検討をしました。

増加する相談に対応するため、
持続可能な相談支援のあり方に
ついて、相談事業所連絡会の中
で検討し、令和２年12月より２つ
の特定相談支援事業所を試験
的に１か所に集約して運営して
います。

相談
件数

8,750 10,343 AA 8,600
R2全体の
相談件数
から

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

引き続き、障がい者相談支援セ
ンターにおいて、専門の相談支
援専門員を雇用し、基幹相談支
援機能を担います。総合的・専
門的な相談支援や地域移行・地
域定着等を進め、地域の相談支
援体制を強化します。

平成30年４月から、伊賀市障が
い者相談支援センターで専門の
相談支援専門員を雇用し、基幹
相談支援機能を担っています。
総合的・専門的な相談支援や地
域移行・地域定着等を進め、地
域の相談支援体制の強化に努
めました。

複合的な課題を抱え、支援困難
な事例が増加しています。当事
者だけでなく、相談支援事業所
やサービス提供事業所からの相
談件数が上昇しています。地域
移行・地域定着等の推進は今後
の課題です。

総合的・
専門的
な相談
支援件

数

1,900 3,115 AA 1,874
R2基幹相
談件数か
ら

19
①総合的な
相談支援体
制の充実

地域包
括支援

セン
ター

福祉の一次相談窓口として、地
域包括支援センター（本庁・南部
サテライト・東部サテライトの３ヶ
所）の三職種（社会福祉士・主任
介護支援専門員・保健師）がそ
れぞれの専門性を活かして相談
を受け、適切な関係機関へつな
ぎます。

福祉の一次相談窓口として、地
域包括支援センター（本庁・南部
サテライト・東部サテライトの３ヶ
所）の三職種（社会福祉士・主任
介護支援専門員・保健師）がそ
れぞれの専門性を活かして相談
を受け、適切な関係機関へつな
ぎました。

家族の介護や認知症等をきっか
けに世帯の支援に介入すること
で、障がいや貧困などの課題を
把握することも多く、その都度適
切な支援機関やサービスにつな
げました。
支援者として、障がい福祉に関
する知識を身につけるとともに、
関係機関との連携を密に図る必
要があります。

相談に
より関係
機関に
つなげ
た件数

180 300 AA 109

R2総合相
談→障が
いサービス
から

19
②ケアマネジ
メントの充実

障がい
福祉課

一人ひとりのニーズに応じた相
談支援を行うため、障がい者地
域自立支援協議会や伊賀圏域
連絡協議会において事例検討
会や研修会を開催し、市内の特
定相談支援事業所のスキルアッ
プを図ります。

障がい者地域自立支援協議会
相談部会において事例検討会
等を行い、基幹相談とともに市
内特定相談支援事業所のスキ
ルアップを図りました。

市相談部会　５回
相談支援事業所連絡会　２回
（新型コロナウイルスの影響によ
り回数減少）

部会を開催することにより、相談
支援専門員の情報共有やスキ
ルアップを図ることができまし
た。今後も計画相談支援に対す
る情報共有や定期的な事例検
討等を行い、相談支援専門員の
スキルアップを図るように努めて
いきます。

回数 11 5 D 11

2 第３次障がい者福祉計画令和２年度事業実績シート



事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率
方向性

目
標
Ⅰ

基本
方針

基本計画
計画

ページ

2020（R２）実施事業の進捗状況
備考

事業実
施課

R1実績Ｒ２年度事業予定
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

19
③ピアカウン
セリングの推
進

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会精神障がい地域包括ケアシス
テムＷＧなどで、ピアサポーター
を活用した地域啓発の検討を行
います。

平成30年度からピアサポーター
の育成については、事業所が実
施しています。
伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会くらし部会において、地域啓発
等に活用することについて検討
を行いました。
精神障がい地域包括ケアシステ
ムWG ２回（新型コロナウイルス
の影響により回数減少）
ケアシステム構築に係るグルー
プホーム利用者聴き取り調査
対象：32人

また、第４次障がい者福祉計画
策定委員としてさまざまな意見
をいただくごとができました。委
員１名

地域包括ケアシステム構築のた
め伊賀圏域の課題抽出が出来
た事から課題解決のための取
組みに努めます。
今後も「いがなばりピアサポー
ター」を活用し、研修会や啓発活
動等に協力して取り組みを進め
ていきます。

回数 9 2 D 9

20
④身近な地
域での相談
推進

障がい
福祉課

当事者及びその家族の中から、
身体・知的・精神それぞれの分
野の相談員を委嘱し、それぞれ
の地域で障がいのある人やその
家族からの相談に対応します。

昨年度に引き続き、当事者及び
その家族の中から身体障がい
相談員6人、知的障がい相談員
3人を委嘱し、それぞれの地域で
障がいのある人や家族からの相
談に対応しました。
精神障がい相談員については、
団体が休会となったため委嘱す
ることができませんでした。

当事者及びその家族が相談員
となることにより、当事者と同じ
目線での対応ができ、適切な助
言や指導を行なうことができまし
た。
今後も身近な地域での相談のた
め相談員の活用について周知を
行います。

相談
員数

9 9 A 9

１情報
提供と
相談
支援
の充
実

（３）権利
擁護に関
する支援

21

①権利擁護
に関する相
談支援体制
の充実

地域包
括支援

セン
ター

障がい者に対する虐待を発見し
た時は、保護等の措置を行いま
す。また権利擁護支援が必要な
人については、伊賀市社会福祉
協議会と連携し日常生活自立支
援事業の利用や成年後見制度
利用の支援を行います。

障がい者相談支援センターで、
金銭管理に関する相談に対応
し、生活の安定を目指しました。
必要な人には、成年後見制度や
日常生活自立支援事業の利用
を進めました。

判断能力に不安のある人等の
金銭管理の支援を行うことで、
生活の安定を図ることができま
した。 相談

件数
570 442 B 562

R2全体→
権利擁護・
虐待の合
計

21
②日常生活
自立支援事
業の充実

障がい
福祉課

日常生活自立支援事業につい
て掲載した「伊賀市障がい者福
祉ガイドブック」を配布及びホー
ムページに掲載し、事業内容や
相談窓口の普及啓発を行いま
す。

窓口で障害者手帳の新規取得
者や希望者に配布するととも
に、ホームページへ掲載し、事
業の周知を行いました。

日常生活自立支援事業の周知
を図ることができました。今後も
ガイドブックへの掲載だけではな
く、あらゆる機会を捉えて事業の
普及啓発を行います。

配布数 650 650 A 650

3 第３次障がい者福祉計画令和２年度事業実績シート



事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率
方向性

目
標
Ⅰ

基本
方針

基本計画
計画

ページ

2020（R２）実施事業の進捗状況
備考

事業実
施課

R1実績Ｒ２年度事業予定
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

22
③成年後見
制度の充実

障がい
福祉課

成年後見制度の内容や相談窓
口について掲載した「伊賀市障
がい者福祉ガイドブック」を配布
及びホームページに掲載し、制
度の普及啓発を行います。

窓口で障害者手帳の新規取得
者や希望者に配布するととも
に、ホームページへ掲載し、事
業の周知を行いました。

成年後見制度の周知を図ること
ができました。今後もガイドブッ
クへの掲載だけではなく、あらゆ
る機会を捉えて制度の普及啓発
を行います。

配布数 650 650 A 650

22

④虐待の早
期発見と支
援体制の整
備

障がい
福祉課

障がいのある人への虐待を早
期に発見できるよう障がい者虐
待を発見した際の通報義務等に
ついて啓発を行います。また、市
イベント等には虐待防止や障害
者差別解消法の啓発チラシを配
布し、市民への周知を図ります。

地域包括支援センターが主催す
る担当者会議や研修会に参画し
ました。
なお、毎年実施している障害者
週間に合わせた、街頭での虐待
防止法啓発チラシ配布が実施で
きませんでした。

市民への啓発チラシ配布はでき
ませんでしたが、虐待防止につ
いて、研修会を行うことで関係機
関に対し理解を深めることがで
きました。 配布数 500 未実施 E 500

22

④虐待の早
期発見と支
援体制の整
備

地域包
括支援

セン
ター

関係機関の連携を強化し、虐待
を早期発見するため、定期的に
会議を開催し、担当者間の情報
共有を図ります。また、虐待事案
の発生時に適切な対応ができる
ように、関係機関のための研修
会を開催します。

高齢者及び障がい者虐待担当
者会議を４回開催し、庁内担当
者が虐待事案発生時に迅速に
対応できるよう情報共有を図り
ました。また、施設・事業所職員
を対象に、虐待を防止するととも
に虐待事案発生時に迅速に対
応できるよう、研修会を１回開催
しました。

高齢者及び障がい者虐待担当
者会議を開催することでし、虐待
事案発生時の初動対応の確認
と情報共有を図ることができまし
た。また、毎年、養護者及び施
設従事者等による虐待通報が
あることから、研修会等の啓発
事業を繰り返し実施する必要が
あります。

回数 5 5 A 5

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（１）福祉
ｻｰﾋﾞｽ等
の充実

23
①障害福祉
サービス等

の充実

障がい
福祉課

質の高いサービスを提供するた
めに、障害福祉サービス事業者
の意識や技術を高めるための
研修会や交流会を開催します。

毎年実施の交流会や研修会は
実施できませんでしたが、各部
会やワーキングにおいてそれぞ
れの課題等の協議を行いまし
た。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会くらし部会「ヘルパーWG」で
は、居宅介護事業所へのアン
ケート（24か所）を実施。ＷＧ：４
回

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会「事業所連絡会WG」
においては、初めての取組みと
して、就労系事業所への訪問を
実施しコロナ禍での事業所運営
などの聴き取り等（23事業所）を
実施。ＷＧ：４回

・各種研修会・交流会を開催す
ることでサービス支援関係者の
情報交換等を行い、よりよい支
援に対する関係づくりや意識を
深めることが大切であることが
分かりました。

・各部会やWGで得た情報等の
活用方法を検討していきます。

回数 10 8 B 16

23
①障害福祉
サービス等

の充実

障がい
福祉課

聴覚障がい者等の福祉及び社
会参加の増進を図るため手話
通訳者及び要約筆記奉仕員の
派遣を行います。

聴覚障がい者等が医療機関や
相談・手続きなどで必要なとき、
手話通訳者及び要約奉仕員の
派遣を行いました。

聴覚障がい者及び音声・言語機
能障がい者の家庭生活及び社
会参加の増進を図ることが出来
ました。

回数 410 483 AA 408
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24
②地域生活
への移行に
向けた支援

障がい
福祉課

福祉施設などから地域生活への
移行を促進するため、本人の意
向聴き取りや関係者を対象にし
た地域移行に関する研修会等を
開催します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会などで、入所施設や医療機関
からの地域生活への移行促進
のための検討協議を行っていま
すが、新型コロナウイルスの影
響により、本年度は研修会の開
催を行うことができませんでし
た。

地域生活に必要な社会資源の
不足や地域の理解が進んでい
ない状況から障がいのある人の
地域生活への移行が進んでい
かない状況が課題として支援者
間で共有しています。今後は、
課題解決のため先ず支援者へ
の共通理解のための取り組みを
行っていく必要があります。

参加
者数

50 未実施 E 0

24

③地域住民
や民間団体
等の支援活
動との連携

障がい
福祉課

地域住民や民間団体等におい
て、障がい福祉に関する研修会
を行います。

新型コロナウイルスの影響によ
り、民生委員・児童委員や各種
団体等に対する障がい福祉に
関する研修等は実施することが
できませんでした。

身近な地域支援者である民生
委員・児童委員などに障がい福
祉に関する理解を深めてもらう
必要があります。今後も障がい
のある人が、地域で安心して暮
らすために連携を深めていく必
要があります。

回数 10 未実施 E 10

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（２）家族
介護者等
への支援

24
①障害福祉
サービス等
の利用促進

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターにお
いて障害福祉サービス等の利用
についての相談及び障害福祉
サービス事業者や特定相談支
援事業所との利用調整を行い、
家族介護者の負担の軽減を図
ります。

障がい者相談支援センターにお
いて障害福祉サービス等の利用
についての相談及び障害福祉
サービス事業者や特定相談支
援事業所との利用調整を行い、
家族介護者の負担の軽減を図
りました。

養護者の高齢化、本人の障が
いの重度化により、サービス利
用需要が高まっていることで、社
会資源の更なる拡充が必要で
す。また今年度は新型コロナウ
イルスの影響により、短期入所
支援施設等の利用が一部限定
的になり、調整に時間を要する
ことがありました。

サービス
利用
相談
件数

3,900 4,359 AA 3,900

R2全体→
相談内容
→福祉
サービス
件数

24

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

障がい
福祉課

障がい者団体の活動に対して助
成し、障がいのある人を介護し
ている家族介護者の交流会や
学習会の開催のための支援を
行います。

障がい者団体の主催で家族介
護者の交流会や学習会が開催
できるよう障がい者団体への助
成を行いましたが、多くの事業
が中止となりました。
（阿山名賀保護者会療育キャン
プ中止、上野手をつなぐ育成会
療育キャンプ中止）

障がい者団体への助成は行い
ましたが、新型コロナウイルスの
影響により、多くの交流会や研
修会が実施されませんでした。

回数 2 未実施 E 2

24

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

介護高
齢福祉

課

伊賀市社会福祉協議会や社会
福祉法人に委託し、認知症・介
護予防事業の一つとして、介護
者のための知識や介助法等の
情報交換の場になるようなメ
ニューを実施し、参加者の増加
を図ります。

伊賀市社会福祉協議会や社会
福祉法人に委託し、認知症・介
護予防事業の一つとして、介護
者のための知識や介助法等の
情報交換の場になるようなメ
ニューを実施し、参加者の増加
を図りました。

家族介護者教室は、被介護者
の居場所を確保することが必要
であることや、介護者自身が多
忙であることから、参加者の増
加を図ることが困難となっていま
す。しかし、介護者のための教
室は、知識や情報交換の場にな
り、モチベーションの向上にも繋
がることから、内容を含め、継続
した情報発信・啓発を行っていく
ことが必要です。

参加
者数
（延）

30 10 Ｄ 100
コロナ禍に
より実施減
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２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（３）住まい
の確保

25
①居住系
サービスの
充実

障がい
福祉課

地域での自立した生活の拠点を
確保できるよう、サービス事業者
と連携し、グループホーム等の
施設の充実に努めます。

令和２年度社会福祉施設等整
備事業補助金が選定されたこと
から、来年度開始に向け準備が
進められています。

今後も入所施設からの地域移
行を推進していくうえで重要な資
源となるため、ニーズにあったグ
ループホームの確保に努める必
要があります。

実人数 130 113 B 125

25

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

障がい
福祉課

障がいのある人が地域で自立し
て生活できるよう、地域住民に
対し市広報や市の広報番組等
で障がいについての理解を得る
ための特集を行います。

障がいのある人が地域で自立し
て生活できるよう、地域住民に
対し市広報や行政情報番組等
で障がいについての理解を得る
ための特集を行いました。
市広報で特集 　２回
行政情報番組で特集（手話付
き） ２回
計画策定に係る特集　２回

市広報や行政情報番組で障が
いに関する特集を行うことによ
り、地域住民に障がいについて
の理解を深めてもらうことができ
ました。今後も障がいのある人
が住み慣れた地域で自立して生
活できるよう、あらゆる機会を通
じて地域住民への啓発を行って
いきます。

回数 2 6 AA 2

25

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

住宅課

障がいのある人をはじめとする
住宅確保要配慮者の自立生活
に向けた住宅確保の支援を行う
ため、不動産関係団体、社協、
ＮＰＯと協力して、三重県居住支
援連絡会で協議をしていきま
す。また、住宅相談会を実施し
て福祉部局との連携を図りま
す。

・三重県居住支援連絡会
　「住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅の供給の促進に関す
る法律」に基づき、自力で住宅を
確保することが困難である、高
齢者や障がい者、外国人、子育
て世帯など住宅確保要配慮者
に対して、安定した居住の確保
を図るための取組みについて協
議を行いました。
　全体会　7月14日
　作業部会　5月20日、9月18日

・賃貸住宅相談会
　住宅確保要配慮者の民間賃
貸住宅への円滑な入居の促進
を図ることを目的に、市内で賃
貸住宅相談会を開催しました。
　1月14日、相談者２組

障がい者をはじめとする住宅確
保要配慮者のおかれている住
宅事情の把握、各団体間の連
携体制の構築に一定の効果を
得ることができました。
賃貸住宅相談会では相談件数
が少ないですが、住宅確保要配
慮者に対する物件情報の紹介、
福祉相談・生活相談等の実施に
より、居住支援のあり方を考える
機会を得ることができ、また、開
催に際して庁内関係部局との連
携を図ることができました。次回
開催に向けては、周知方法を検
討します。

回数 3 4 AA 3

２生活
を支
援する
サービ
スの
推進

（４）経済
的な自立
に向けた
支援

25
①年金、手当
等の充実

保険年
金課

日本年金機構と協力・連携し、
障害年金に関する諸届につい
て、届出に係る内容説明等の支
援をしていきます。また、市広報
及び行政情報番組で、制度につ
いての周知を行います。

日本年金機構と連携し、障害年
金受給者の現況届等の作成を
支援しました。また、障害年金に
関する記事を広報いがに掲載
し、周知しました。

障害基礎年金の裁定請求が38
件あり、日本年金機構へ進達し
ました。また、窓口での説明の際
には、年金機構が毎年作成する
案内書により、必要書類の確認
が容易になり、請求手続きがス
ムーズになりました。

回数 2 2 A 2
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25
①年金、手当
等の充実

障がい
福祉課

市単独事業の重度障害者福祉
手当及び重度障害児福祉手当
について制度の見直しを図り、
障がいのある人やその保護者
の経済的な負担軽減の方法を
検討します。

重度障害者福祉手当及び重度
障がい児福祉手当の支給を行
いました。
障害者福祉手当　175人
障がい児福祉手当　104人

事業の見直しを図り、本制度は
今年度で廃止とするが、今後、
保護者等の負担軽減のための
方法を更に検討し、他のサービ
ス充実に努めます。

人数 280 279 B 294

25

②医療費等
の自己負担
軽減のため
の制度の充
実

保険年
金課

障がいのある人に継続して助成
を行い、負担軽減を図ります。ま
た、県事業の対象者拡大や制度
充実を要望していきます。

障がい者の医療費について、継
続して助成を行い、負担軽減を
図りました。また、県事業の対象
者拡大や制度充実を要望しまし
た。

市単独で実施している精神障が
い者医療費助成の対象者が増
加しています。継続した助成が
必要であり、県補助事業の対象
を拡大するよう、引き続き要望し
ていきます。

なし

25
③金銭管理
に関する支
援の推進

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターにお
いて、金銭管理に関する相談に
対応し、生活の安定を目指しま
す。必要な人には、成年後見制
度や日常生活自立支援事業の
利用を進めます。

障がい者相談支援センターにお
いて、金銭管理に関する相談に
対応し、生活の安定を目指しま
した。必要な人には、成年後見
制度や日常生活自立支援事
業、自立相談支援事業における
家計相談支援事業の利用を進
めました。

判断能力に不安のある人等の
金銭管理の支援を行うことで、
生活の安定を図ることができま
した。

金銭管
理に関
する
相談
件数

1,100 1120 AA
1,020

R2全体→
相談内容
→家計経
済

3保
健・医
療・福
祉分
野の
連携
体制
の強
化

（１）健康づ
くりへの支
援

27
①主体的な
健康づくりの
推進

健康推
進課

健康づくりや介護予防をテーマ
とした出前講座を各地域の老人
クラブや各種団体において開
催。また、今年度は行政チャン
ネルを利用し、自宅でできる健
康づくり「いが忍にんプロジェク
ト」を実施します。これらの機会
を通して、日常生活の中で自分
自身や家族の健康管理につな
がるよう支援します。

・出前講座(行政チャンネルによ
る出前含）回数

出前講座については、コロナ禍
で申込数が減少した。また、キャ
ンセルも多く回数が減少しまし
た。今年度は行政チャンネルを
利用し、自宅でできる子どもから
高齢者までの健康づくりの５分
間番組「いが忍にんプロジェク
ト」を実施しました。

・出前講座回数　29回
・まちの講師　6回
・いが忍にんプロジェクト　43回

市民が関心のある内容や、地域
課題を中心とした健康情報を
テーマにすることで、市民が正し
い知識を得て健康づくりに役立
てることができた。
「いが忍にん健康プロジェクト」
はまちの講師とタイアップして実
施したため、まちの講師の活動
のPRや様々な年代層にも健康
づくりを考えてもらうきっかけに
なりました。

回数 140 78 C 132

27
②保健サー
ビスの利用
促進

健康推
進課

広報紙、ケーブルテレビ、ホーム
ページ等を通じて広く健康に関
する情報発信や保健事業の紹
介や案内をします。

広報紙、ケーブルテレビ、ホーム
ページ、フェイスブック等啓発回
数

広報紙、ケーブルテレビ、ホーム
ページ等を通じて広く健康に関
する情報発信や保健事業の紹
介や案内をしました。

広報紙、ケーブルテレビ、ホーム
ページ、フェイスブック等啓発回
数：210回

新型コロナウイルスの周知等を
含め、啓発の機会を増やしまし
た。

回数 200 210 AA 200
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27
③こころの健
康づくりへの

支援

健康推
進課

伊賀市自殺対策行動計画に基
づき、こころの健康づくりや、ここ
ろの病気についての理解や知識
の普及を進めます。

・こころの健康についての研修、
啓発事業への参加人数

伊賀市自殺対策行動計画に基
づき、こころの健康づくりや、ここ
ろの病気についての理解や知識
の普及を進めました。

・こころの健康についての研修、
啓発事業への参加人数
　研修会　　　３回
　参加人数198人

コロナ禍のため、研修会の開催
が少なくなりました。

人数 550 198 D 550

3保
健・医
療・福
祉分
野の
連携
体制
の強
化

（２）保健・
医療・福祉
分野の連
携体制の
強化

27

①保健・医
療・福祉分野
の連携体制
の強化

地域包
括支援

セン
ター

保健・医療・福祉分野がスムー
ズに連携するためには、それら
のサービスを橋渡しする介護支
援専門員（ケアマネジャー）の役
割が重要です。様々な障がいを
理解し適切な支援機関へつなげ
られるよう、事例検討会等を開
催し、介護支援専門員の資質の
向上を図ります。

居宅介護支援事業所のケアマ
ネジャーを対象に事例検討会や
研修会を開催し、介護支援専門
員の資質の向上を図りました。

・研修会開催：２回（延べ154人
出席）
・事例検討会開催：４回（延べ46
人出席）

障がい福祉サービスの利用者
が65歳に到達し、介護保険サー
ビスへ移行又は障害福祉サービ
スと併給する例が増加していま
す。ケアプランの作成者である
ケアマネジャーが障がい福祉
サービスを正しく理解する必要
があります。今年度はコロナ禍
により、事例検討会・研修会が
目標通り開催出来ませんでした
が、今後もケアマネジャーの資
質の向上に努める必要がありま
す。

回数 7 6 B 9

27

①保健・医
療・福祉分野
の連携体制
の強化

医療福
祉政策

課

引き続き、「保健・医療・福祉分
野の連携検討会」を開催しま
す。
また、平成28年度から取り組ん
でいる「在宅患者の薬の管理の
しくみづくり」については、連携検
討会において事業の状況把握を
行うとともに、専門職による連携
強化に向けた問題点の整理等
を行います。

予定していた４回の会議開催予
定のうち３回は新型コロナウイ
ルス感染症により中止し、書面
での確認により事業実施となり
ました。
６月に「お薬手帳を活用した在
宅患者サポート事業」に関する
専門職アンケートを実施、12月
に新しいデザインのお薬手帳カ
バーを作成し、３月に市広報誌
で、本事業に関する特集を掲載
しました。

専門職アンケートからも、保健・
医療・福祉関係者による連携の
高まりが見えてきましたが、地域
包括ケアシステムの構築に向
け、引き続き、医療や介護・福祉
関係者間の連携強化に取り組
むとともに、市民の理解を高め
るための啓発を行う必要があり
ます。

開催状
況

1 1 A 1
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（１）発達
支援体制
の確立・推
進

29
①発達支援
システムの構
築

健康推
進課

全ての乳幼児が健康診査を受
診できるように勧奨し、障がいの
早期発見に努めます。また、各
種相談や医療・療育につなげら
れるよう医師会など関係機関と
連絡・連携を強化し切れ目ない
サービスの提供を実施します。

・各種乳幼児健診

乳幼児健診の受診勧奨を行い、
受診率向上に努めました。医師
会との乳幼児健診委員会に参
加、情報共有や連携支援を行い
ました。
また、こども発達支援センターと
の連携会議も実施、切れ目ない
サービスの提供に努めました。

昨年度末からの新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により、３月
の健診未受診者が増加。６月に
再開した際に、未受診勧奨を徹
底したため、対象者数を上回る
受診者数となりました。
今後も、未受診勧奨の徹底を行
います。

3歳児健
康診査
の受診

率

97.0 99.7 AA 96.8

29
①発達支援
システムの構
築

こども
未来課

保育所（園）・幼稚園で、3歳児ク
ラス巡回訪問を実施し、母子保
健から保育所（園）・幼稚園への
連携を強化していけるようにして
いきます。5歳児発達相談を実
施し、就学に向けての支援を充
実していきます。

３歳児クラス巡回訪問は新型コ
ロナウイルス感染防止のため実
施延長いたしました。Ｒ３年度か
ら実施開始できるための準備を
児童発達支援センターと連携し
て行います。
また、５歳児発達相談を全園
(所)で実施し、集団行動観察に
おいて子どもの認知・社会・行動
面での特性を把握しました。
◎５歳児発達相談
　市内全32園、44回、対象約588
人
　７月～３月で実施。

３歳児クラス巡回相談について
はＲ３年度より実施できるよう、
児童発達支援センターとの連携
が欠かせません。早期支援対応
のための個別実態把握票の検
討や個別支援計画の導入など、
健康推進課や保育幼稚園課、
教育委員会等関係機関との更
なる連携強化も重要です。
５歳児発達相談については、子
どもの個別的発達特性を理解し
た上での対応方法や今後の方
針検討を示し、就学に向けて安
心して進学できるための相談等
の支援を充実します。

回数 650 588 Ｂ 654

29
①発達支援
システムの構
築

学校教
育課

一人ひとりのニーズに応じた途
切れのない支援を行うため、こ
ども発達支援センター等の関係
機関と連携し、教育相談、発達
検査等の巡回相談を実施しま
す。

臨床心理士やこども発達支援セ
ンター等に依頼し、発達検査や
巡回相談を実施しました。

発達検査や保護者相談等を通
して、児童生徒一人ひとりに応じ
た適切な支援にいかすことかで
きました。今後、児童発達支援
センターとも連携しながら進めて
いく必要があります。

回数 180 170 B 204

Ⅱ
　
生
涯
を
通
じ
て
社
会
参
加
で
き
る
共
生
の
し
く
み
を
つ
く
る

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共
生のしくみをつくる

方向性
計画

ページ
基本計画 Ｒ２年度事業予定

６段階評価(達成率)
ＡＡ 計画の内容を１００％を超えて実施
Ａ　計画の内容を１００％実施
Ｂ　計画の内容を７０％以上１００％未満実施

C　計画の内容を50％以上70％未満実施
D　計画の内容を50％未満実施
E　計画の内容を未実施

R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

29
①発達支援
システムの構
築

障がい
福祉課

障害のある児童等支援のため、
保健･福祉･保育･教育の各担当
者が情報を共有し当事者の現
状を把握するため関係機関の協
議の場を設置します。

新型コロナウイルス感染症の影
響により療育支援担当者会議は
開催できませんでした。しかし、
学校等の臨時休業に伴い、障害
児通所支援事業所での受け入
れ体制等においてより連携を密
にしました。
通所事業所　10か所
医療的ケア児支援のための「に
じいろネット５市研究会」主催の
オンライン研究大会に関係所属
が出席しました。　６関係所属課
×２回

連絡会を開催することで関係機
関での情報共有や現状把握等
も行い、課題を確認することも出
来ました。
今後、支援を必要とする人に対
し身近な場所で提供する体制の
構築等を検討する協議の場を設
けていきます。

参加事
業所数

15 10 C 7

29
②発達障が
い児等に対
する支援

健康推
進課

乳幼児期の健診など母子保健
事業を通じて、発達障がい児を
早期発見し、経過観察や育児支
援を行う場を提供します。また専
門機関との連携により早期に療
育につなげられるよう支援を行
います。

・にこにこ広場
・２歳児相談

少人数のグループでの親子の
ふれあいを通じて、児の発達を
促すとともに、保護者の不安軽
減に努めました。新型コロナウイ
ルス感染予防のため一時開催
を中止し、その間は個別相談に
応じ、心理相談員による発達相
談を増やして対応しました。
にこにこ広場　27回
２歳児相談　15回

新型コロナウイルス感染予防の
ためにこにこひろばの実施回数
は減少しましたが、個別相談な
どで保護者の不安軽減に努め、
必要に応じ早期に療育につなげ
ることが出来ました。 回数 60 42 B 67

29
②発達障が
い児等に対
する支援

こども
未来課

個別の支援計画に反映されるよ
う、学校や保育所（園）等が行う
事例検討会や職員研修等に協
力します。

学校や保育所（園）等の依頼を
受けて事例検討会や職員研修
等に協力しました。
また保育所（園）、幼稚園の保育
士等を対象として子どもの発達
を見る力や具体的対応方法に
ついての研修会を開催しまし
た。
事例検討会・校内研修３回26人
保育士等対象発達研修会３回
158人

新型コロナウイルス感染防止の
ため研修会が十分にできていま
せん。保育や教育方法、対応支
援の仕方について、個別支援計
画の策定・反映できるよう職員
のスキルアップのための研修が
必要です。

参加者
数

570 184 Ｄ 465

29
②発達障が
い児等に対
する支援

学校教
育課

支援の必要な児童生徒につい
て「さぽーとファイル」等利用しな
がら「個別の指導計画」や「個別
の教育支援計画」を作成し、
個々のニーズにあった適切な切
れめのない支援を行うために活
用します。

小中学校30校において、特別支
援学級籍の児童生徒について
「個別の指導計画」「個別の教育
支援計画」を作成し、個々の
ニーズにあった適切な支援につ
なげました。

「個別の指導計画」「個別の教育
支援計画」を作成し、個々の
ニーズにあった支援を行うことが
できました。今後は通常学級に
おける発達に課題のある児童生
徒についても「個別の指導計画」
や「個別の教育支援計画」を作
成し、適切な支援につなげる必
要があります。

箇所数 30 30 A 31
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

30
③地域の学
校と連携強
化

障がい
福祉課

障害のある児童等支援のため、
保健･福祉･保育･教育の各担当
者が情報を共有し当事者の現
状を把握するため関係機関の協
議の場を設置します。

新型コロナウイルス感染症の影
響により療育支援担当者会議は
開催できませんでした。しかし、
学校等の臨時休業に伴い、障害
児通所支援事業所での受け入
れ体制等においてより連携を密
にしました。
通所事業所　10か所
医療的ケア児支援のための「に
じいろネット５市研究会」主催の
オンライン研究大会に関係所属
が出席しました。　６関係所属課
×２回

連絡会を開催することで関係機
関での情報共有や現状把握等
も行い、課題を確認することも出
来ました。
今後、支援を必要とする人に対
し身近な場所で提供する体制の
構築等を検討する協議の場を設
けていきます。

参加事
業所数

15 10 C 7

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（２）自立し
た地域生
活のため
の支援 30

①自立した地
域生活のた
めの支援

地域包
括支援

セン
ター

障がい者相談支援センターに相
談支援専門員を配置し、障がい
のある人の生活相談や就労相
談を行います。

障がい者相談支援センターに相
談支援専門員を配置し、障がい
のある人の生活相談や就労相
談を行いました。

障がいのある人が地域で自立し
た生活が送れるように、関係機
関と連携し支援を行いました。障
がいのある人が就労を継続する
ためには、職場の理解を進める
必要があります。

相談
件数

8,750 10,343 AA 8,600
R2全体の
相談件数
から

1一生
涯を
通じた
生活
支援
システ
ムの
確立

（３）高齢に
なった障が
いのある
人への支
援 30

①高齢になっ
た障がいの
ある人への
支援

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協議会
や障がい者相談支援センター会
議において、高齢になった障が
いのある人への支援について検
討します。

障がい者地域自立支援協議会
相談部会において、高齢になっ
た障がいのある人への支援につ
いての協議を行いました。
なお、新型コロナウイルスの影
響により、回数は減少しました。
相談部会　５回

高齢になった障がいのある人の
支援については、計画相談支援
の中で早い段階から介護保険
サービスの利用も含めてその人
のニーズに沿った支援を行える
よう高齢者担当機関や計画相談
事業所と連携し今後も検討して
いきます。

回数 12 5 D 11

30

①高齢になっ
た障がいの
ある人への
支援

介護高
齢福祉

課

65歳以上となる障がい者につい
て、必要に応じて介護サービス
や高齢者サービスへ円滑に移
行するため、市民や関係者へ制
度の啓発を行います。

介護・高齢者サービスの施策を
ＨＰ等で随時周知しました。
また、障がい福祉課との連携を
密にし、円滑な移行に努めまし
た。

障がい福祉課と連携し、制度の
啓発や周知を図ったため、円滑
な移行に繋がり易くなりました。
障がい者サービスから介護サー
ビスや高齢者サービスへの移行
にあたっては、、本人、家族、支
援者等が共通の理解と認識をも
つことと担当者会議等で十分な
打合せを行うことが不可欠で
す。

回数 1 1 A 1

31

②医療・介
護・予防・住
まい・生活支
援が一体的
に提供される
地域包括ケ
アシステムづ
くり

医療福
祉政策

課

「健康福祉関係計画調整会議」
を開催し、地域包括ケアシステ
ムをベースにした地域共生社会
の実現を目指した第４次地域福
祉計画策定を進めていきます。

地域包括ケアシステムをベース
とした第３次地域福祉計画の評
価及び分析を行うために、「健康
福祉関係計画調整会議」を開催
しました。

第３次計画の課題の整理を行
い、第４次計画の策定につなげ
ることができました。地域共生社
会の実現をめざした計画で、中
間案までまとまりました。

開催状
況

1 1 A 2
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

２早期
療育と
保育
の充
実

（１）障がい
児の早期
療育の充
実

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

健康推
進課

妊娠届けの機会や乳幼児相
談、こんにちは赤ちゃん訪問な
ど各種母子保健事業の機会を
通じて、乳幼児健診の受診を促
し、障がいのある子どもの早期
発見・専門機関への紹介などの
支援につなげられるように努め
ます。
･１歳６か月児健診

各種母子保健事業の機会を通
じて乳幼児健診の受診を促し、
また未受診者への連絡を徹底
するなどして、受診率向上に努
めました。
特に１歳６か月児健診では育児
の困り感等について聞き取り、
次の相談につなげるの支援を行
いました。

未受診者への勧奨に努め、受診
率は維持されています。
今後も受診率向上に努め、必要
な人を発達相談や専門機関へ
の紹介などの支援につなげられ
るように努めます。

1歳6
ヶ月健
診の受
診率

99 97 B 98

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

保育幼
稚園課

全ての保育所（園）において、こ
ども発達支援センターや、Ｒ２年
４月に開設したいが児童発達支
援センターとの連携を密にし、障
がいのある子どもや発達に支援
が必要な子どもを早期に発見
し、各機関と連携しながら適切な
療育や支援につなげていきま
す。子育て世代包括支援セン
ターの中でも、子どもや保護者、
家庭状況の情報を共有しなが
ら、相談体制を充実します。これ
まで４歳児を対象とした５歳児相
談を実施していましたが、今年
度より３歳児を対象とした事業を
予定しています。

障がいのある子どもや発達に支
援が必要な子どもを早期に発見
し、適切な療育や支援につなげ
ていくために、例年、伊賀市内
全ての保育所(園)、幼稚園、認
定こども園を発達支援センター
と共に訪問し連携を密にしてい
ますが、新型コロナウイルス感
染防止の観点から訪問は控えま
した。
発達支援センター主催の研修や
専門機関の巡回訪問、子どもの
福祉政策にかかる事例検討会
等も参加は減少しました。

相談事業がきっかけとなり保護
者が子育てでの不安を相談でき
る場の提供ができました。
また支援が必要とする子を早期
に発見することにより、その子に
あった適切な療育や支援につな
げることができました。
今後も適切なかかわりができる
よう職員の質の向上に努めま
す。

箇所数 30 30 A 30

33
①母子保健・
発達相談体
制の充実

学校教
育課

障がいのある子どもや発達に支
援が必要な子どもを早期に適切
な支援につなげるため、障がい
や発達について気軽に相談でき
るよう、就学相談を実施します。

ゆめポリスセンターにおいて就
学相談を５日間実施しました。
７月21日（火）　15件
７月22日（水）　10件
７月27日（月）　15件
７月28日（火）　12件
７月29日（水）　16件　　計68件

就学相談を通して、発達に課題
のある子どもを早期に適切な支
援につなげることができました。
今後も引き続き就学相談を実施
し、適切な教育支援につなげる
必要があります。

回数 5 5 A 5

33
②早期療育
体制の充実

こども
未来課

児童発達支援センターや専門医
と定期的に検討を行い、関係機
関との連携体制を強化し、必要
な支援が受けられるような体制
づくりを行います。

児童発達支援センターと連携
し、医療的な視点から助言を受
けたり、必要に応じ受診につな
げるよう専門医への発達相談を
定期的に行いました。
小学校等とのケース検討18回
専門医とのケース検討8回

児童発達支援センターや専門
医・関係機関等と連携して、保護
者や学校に対し、子どもの発達
特性への理解や接し方の支援
方法について具体的に説明しま
した。必要時にはスムーズに療
育へつなぐことができる体制を
強化します。
また、個別の発達に応じて医療
につなぐことができるよう今後も
専門医との連携を図ります。

回数 20 26 ＡＡ 16
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

健康推
進課

こんにちは赤ちゃん訪問を実施
し、早期から心身の発育につい
て支援する母子保健事業を紹介
し、事業への参加を促します。乳
幼児相談や各種教室など発達
段階に応じた母子保健事業を開
催し、保護者からの発達や育児
に関する相談を受けるとともに
発達についての理解を促す機会
とします。
・こんにちは赤ちゃん訪問

新型コロナウイルス感染予防の
ため延期したケースもあります
が、感染予防対策と短時間の訪
問により理解が得られ、対象す
べての訪問が実施できました。

乳幼児相談や各種教室なども回
数や参加者数が制限される中、
オンラインなど、より参加しやす
い方法を検討し、保護者へ発達
や育児に関する相談や情報提
供の機会を増やすことが課題で
す。

こんにち
は赤ちゃ
ん訪問

率

100 100 A 99.5

33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

こども
未来課

依頼があれば保護者会やＰＴＡ
行事として、子どもの発達に関
する講演等を行います。

保育所（園）・幼稚園・民生委員
等からの依頼を受け、保護者会
や地域住民対象に講演を行い
ました。
５回　113人参加

保護者等の子どもの育ちや発達
について、理解を深めることがで
きました。 回数 5 5 Ａ 5

33

③発達に関
する保護者
等の理解の
推進

学校教
育課

保育所（園）や幼稚園において
早期の段階で発見し、保護者と
ともに適切な支援につなげるた
めに、保育所（園）や幼稚園、学
校訪問を実施します。

保育所（園）・幼稚園は25園、小
学校は20校訪問し、発達に課題
のある子どもの状況を把握し、
教育相談を実施しました。

保育所（園）・幼稚園、学校訪問
を通して、保護者とともに適切な
支援のあり方を考えることがで
きました。 箇所数 52 45 B 55

２早期
療育と
保育
の充
実

（２）障がい
児保育の
充実

34
①障がい児
保育体制の
推進

保育幼
稚園課

早期に子どもの障がいや支援の
必要な子どもに気づき、一人ひ
とりの障がいやニーズに応じた
発達支援を推進するため、各機
関と連携しながら全ての保育所
（園）において障がい児保育を継
続して実施します。

早期に子どもの障がいや発達に
支援が必要な子どもに気づき、
子ども一人ひとりの障がいや
ニーズに応じた発達支援を推進
しました。すべての保育所(園)に
おいて障がい児保育を継続して
実施します。

一人ひとりの子どもに丁寧に関
わる「障がい児保育」を継続して
行うため、引き続き保育士を確
保することに努めます。

箇所数 30 30 A 30

34
②専門機関
等との連携
強化

こども
未来課

児童の発達に関して専門の知
識をもつ児童発達支援センター
の専門職と保育所（園）、学校等
へ巡回訪問を行います。

専門機関の言語聴覚士、理学
療法士、臨床心理士等と一緒に
巡回訪問し運動機能や社会性、
認知面等の発達特性に適応し
た発達を促す対応方法について
のアドバイスを受けました。
巡回訪問事業４月～３月随時実
施

子どもの発達について専門的な
知識を持つ専門職と一緒に訪問
を実施。保育士や教員等へより
個別的具体的対応方法や、今
後の支援方針について助言を
受け、個別ケースの適切な対応
や発達への支援へ繋ぐことがで
きました。

回数 100 145 ＡＡ 46

（１）特別
支援教育
の充実

36
①就学指導
教育の充実

学校教
育課

関係機関と連携し、就学時の支
援状況を把握するとともに情報
を共有し、適切な支援につなげ
ます。

教育支援委員会開催数：5回

専門医や児童相談所、特別支
援学校、福祉部局等と連携し、
教育支援委員会を５回実施しま
した。
６月11日（木）・９月３日（木）
９月17日（木）・10月22日（木）
11月５日（木）

就学前の状況を関係機関と情
報共有し連携することにより、児
童生徒の適切な支援につなげる
ことができました。 回数 5 5 A 5

３学齢
期の
子ども
の教
育・療
育の
推進
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

36

②地域の学
校での特別
支援教育の
充実

学校教
育課

一人ひとりのニーズに対応でき
るよう、個別の教育支援計画に
基づき、特別支援コーディネー
ターが中心となって特別支援教
育を推進するとともに、必要に応
じて教育支援員等の配置に努め
ます。

教育支援員、特別支援教育支
援員を48人配置しました。

教育支援員を配置することによ
り、特別な支援が必要な児童生
徒に対して、個々のニーズに応
じた支援を行うことができまし
た。多岐にわたる個々のニーズ
に対応するために、今後も人的
確保に努める必要があります。

人数 48 48 A 44

36

③特別支援
学校や専門
機関等との
連携強化

学校教
育課

教育相談や事例検討会等にお
いて、一人ひとりの適切な支援
へつなげるため、関係機関と連
携し取り組みます。

学校数：30校

こども発達支援センターや児童
相談所、スクールカウンセラー、
特別支援学校などと連携し、教
育相談や事例検討会を行いまし
た。

支援の状況について関係機関と
連携することによって、一人ひと
りのニーズにあった、より専門的
な支援につなげることができまし
た。

回数 30 30 A 31

３学齢
期の
子ども
の教
育・療
育の
推進

（２）放課
後や長期
休業中の
活動の場
の確保

37

①放課後児
童クラブにお
ける受入れ
の推進

こども
未来課

障がいのある児童について、
ニーズに応じた受け入れができ
るように、放課後児童クラブに加
配の支援員をおきます。

支援が必要な児童について、
ニーズに応じた受け入れができ
るよう、支援員の加配を行いまし
た。

放課後児童クラブ　19/20箇所
（残りの１箇所については、対象
児童の利用がないため支援員
の加配を行っていません。）

支援が必要な児童が安全に過
ごすための配慮ができるよう支
援員の加配を行い、ニーズに応
じた受け入れを行いました。
対象児童は年々増加傾向にあ
り、今後の受入体制について引
き続き検討が必要です。

箇所数 19 19 A 18

37

②日中一時
支援事業等
障害福祉
サービスの
充実

障がい
福祉課

障がいのある児童の日中一時
支援事業を実施し、放課後や長
期休業中の活動の場を確保しま
す。

長期休暇中の日中における活
動の場を確保、家族の就労支援
及び日常介護している人の一時
的な休息による負担軽減を図る
ことを目的とした事業に対し、場
の確保や広報活動等を行いまし
た。
また、新型コロナウイルス対策と
して衛生用品の配付や、利用者
負担補助事業を行いました。
日中一時支援事業　　136人
放課後等デイサービス174人

新型コロナウイルスの影響もあ
り、利用者および利用者実績は
さらに急増しています。
しかし、低年齢児や外国籍の児
童など利用者の多様性もあり、
さまざまな課題が残っています。

利用
者数

295 310 AA 291

３学齢
期の
子ども
の教
育・療
育の
推進
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

４就労
支援
の推
進

（１）就労
支援ネット
ワークの
強化

38
①就労支援
ネットワーク
の強化

障がい
福祉課

商工労
働課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会を開催し、各関係機
関によるネットワークを強化する
ための協議を行い、障がいのあ
る人の一般就労を支援します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会を開催することによ
り、障がいのある人の一般就労
を支援するための協議を行いま
した。
事業所連絡WGにおいて、就労
事業所訪問を実施し、コロナ禍
影響などの聴き取り等を行いま
した。23事業所

伊賀圏域就労部会　２回
事業所連絡会WG　８回
雇用啓発WG　５回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単位
で就労部会を行うことにより、よ
り多くの関係機関と障がいのあ
る人の就労支援のためのネット
ワークを充実させることができま
した。

回数 20 15 B 20

39

②総合的な
相談支援と
コーディネー
トの充実

障がい
福祉課

障がい者地域自立支援協議会
相談部会や伊賀圏域障がい福
祉連絡協議会就労支援部会を
開催し、障がいのある人の就労
に関する相談支援とコーディ
ネートの充実を図るため、各関
係機関との連携を強化します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会を開催することによ
り、障がいのある人の一般就労
を支援するための協議を行いま
した。
伊賀圏域就労部会　２回
事業所連絡会WG　８回
雇用啓発WG　５回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単位
で就労部会を行うことにより、よ
り多くの関係機関と障がいのあ
る人の就労支援のためのネット
ワークをつくることができました。 回数 20 15 B 20

４就労
支援
の推
進

（２）企業
等におけ
る障がい
者雇用の
推進

39
①企業等へ
の啓発

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会において、企業に対
し障害福祉サービス事業所見学
会や障がい者雇用に関する研
修会を開催し、障がい者雇用の
ための啓発を行います。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会の活動の中で企業
訪問を行い、障がい者雇用につ
いて啓発を行いました。　14社

雇用啓発WGにおいて、企業向
け障がい者雇用に関する研修
会を開催する予定でしたが、新
型コロナウイルス感染症の影響
により開催できませんでした。

企業訪問を開催することで、企
業の障がい者雇用に対する認
識や理解を深めることができま
した。
研修会を開催できなかったこと
から、来年度にむけ研修方法な
どの検討を行いました。

参加事
業所数

35 14 D 35

39
①企業等へ
の啓発

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇
用の促進のための啓発を行いま
す。

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇
用の促進のための啓発を行いま
した。

啓発企業数：211社

障がい者雇用に関する助成制
度や障害者差別解消法に関す
る情報提供ができました。今後
も継続して啓発を行います。 件数 267 211 B 268
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

39

②障がい者
雇用を行う企
業等に対す
る支援

障がい
福祉課

障がい者雇用の啓発のための
研修会等の機会をとらえて、障
がい者雇用に関する助成制度
の情報提供（パンフレットの配
布）を行います。

人権啓発企業訪問の際に、障
がい者雇用に関する助成制度
について説明するとともに、案内
チラシを配布し情報提供を行い
ました。211社

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会「雇用啓発WG」とし
て以下の取組みを行いました。
・企業訪問：障がい者雇用の助
成制度等の情報提供や周知を
行いました。14社
ミニ面接会：伊賀公共職業安定
所主催への協力　27社

人権啓発の一環として訪問した
企業に対し助成制度の情報提
供を行うことができた。
また、就労部会の取組の中で、
企業訪問し、障がい者雇用につ
いて丁寧な周知を行うことがで
きた。今後も継続した活動が必
要である。 配布数 290 252 B 289

39

②障がい者
雇用を行う企
業等に対す
る支援

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇
用について説明するとともに助
成制度等の案内チラシを配布
し、情報提供を行います。

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者雇
用について説明するとともに助
成制度等の案内チラシを配布し
ました。

啓発企業数：211社

障がい者雇用に関する助成制
度等の情報提供ができました。
今後も継続して啓発を行いま
す。

件数 267 211 B 268

40

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

障がい
福祉課

市役所庁舎内等で特別支援学
級の職場体験等を行うことの実
施に向け調整検討を行うととも
に事業の在り方を検討します。

特別支援学級にむけ、市役所庁
内において職場体験等行えない
か協議、検討を行いました。

交通手段等の課題があり職場
体験の実現は困難な状況です。
しかし、次年度以降も何らかの
取り組みを行っていきたい。

人数 1 未実施 E 0

40

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

人事課

障害者の雇用の促進等に関す
る法律及び施行令で地方公共
団体に対し定められた雇用率達
成に向け、障がい者の雇用を行
います。採用選考に当たって
は、障がい特性に配慮した選考
方法を取り入れるとともに、障が
いのある応募者へ要望の聴き取
りを行うことで積極的な採用に
努めます。

採用試験における障害区分の
枠を廃止し、身体障がい者に比
較して雇用が遅れている精神障
がい者や知的障がい者の雇用
促進に努めました。また、申込
時には、障がい特性によって必
要な配慮を記載してもらうことと
しました。

現在、市の障がい者雇用の状
況は法定雇用率を満たしていま
すが、市職員として継続して働く
ことができるような職場環境の
整備等、より一層の定着支援を
図ることが必要です。

雇用率 2.5 2.71 AA 2.51

40
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

障がい
福祉課

一般就労を希望する人のため
に、就労に必要な訓練を行う就
労移行支援を行います。
また、就労につながった人に対
し、就労定着支援を行い就労の
継続につなげます。

自立訓練事業や就労移行支
援、就労定着支援サービスの給
付を行いました。

自立訓練　　    28人
就労移行支援　20人
就労定着支援　10人

就労移行支援事業等活用し、一
般就労に向けた支援を行うこと
ができました。

利用
者数

55 58 AA 54
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

40
④就労に向
けた訓練・実
習等の充実

商工労
働課

広報、ホームページにおいて、
県施策など就労に向けた職業訓
練などの情報を提供します。

ホームページにおいて、職業訓
練などの情報提供を行いまし
た。

今後も継続して情報提供を行い
ます。

回数 1 1 A 1

40
⑤職場定着
のための支
援

商工労
働課

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者の
職場定着のための啓発を行いま
す。

人権啓発企業・事業所訪問の際
や伊賀市人権学習企業等連絡
会会員企業に対し、障がい者の
職場定着のための啓発を行いま
した。

啓発企業数：211社

障がい者雇用に関する助成制
度や障害者差別解消法に関す
る情報提供ができました。今後
も継続して啓発を行います。 件数 267 211 B 268

４就労
支援
の推
進

（３）福祉
的就労の
推進

41
①日中活動
系サービス
等の充実

障がい
福祉課

一般企業での就労が困難な人
に働く場を提供する就労継続支
援を行います。

就労継続支援事業等活用し、一
般就労に向けた支援を行うこと
ができました。
就労継続支援A型　73人
就労継続支援B型284人

企業での就労が難しい人の社
会参加の場の確保ができまし
た。
また、事業所連絡会を開催する
ことでサービスの充実に向けた
取り組みを行うことが出来まし
た。

利用
者数

330 357 AA 329

41
②就労事業
への支援

障がい
福祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議
会就労部会において、就労継続
支援事業所の作業確保や工賃
向上について検討します。

伊賀圏域障がい者福祉連絡協
議会就労部会の活動で、情報交
換を行うとともに、就労継続支援
事業所の作業確保についての
協議検討を行いました。
就労系事業所訪問：コロナ禍影
響などの聴き取り等を行いまし
た。23事業所
就労部会　　　　　　２回
事業所連絡会WG　４回

就労部会事業所連絡会WGにお
いて事業所連絡会を開催し、事
業所間での情報交換を行い、作
業確保や工賃向上に向けた取り
組みを行うことができました。次
年度も引き続き取り組みを進め
てまいります。

回数 8 6 B ８

41
③優先調達
の推進

障がい
福祉課

市政運営会議等を活用し障がい
者就労施設等の提供する物品・
サービスの優先購入の調達目
標達成のために取り組みます。

優先調達目標を定め、全庁に文
書等で周知・啓発に努めました。
また、障がい福祉課公開キャビ
ネットを通じて情報提供し、可能
な限り全ての部署が障がい者就
労施設等への発注を行ってもら
えるように努めました。
保･幼・小・中学生対象に新型コ
ロナウイルス感染症防止対策の
ためのマスク配布事業に、市内
就労系事業所がマスク製作等を
行うなどの新しい取組みができ
ました。

周知・啓発を行い、認知度は高
まっています。
また、就労系事業所が協力し市
事業を行うことで、新型コロナウ
イルス感染症影響による事業所
の収入減の対策とすることもで
きた。 金額 1,800,000 5,365,184 AA 1,448,989
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目
標
Ⅱ

基本
方針

第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績
方向性

計画
ページ

基本計画 Ｒ２年度事業予定 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

事業実
施課

備考

５社会
参加
活動
の推
進

（１）生涯
学習等へ
の参加の
推進

43
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

生涯学
習課

上野公民館講座として実施しま
す悠々セミナーの開催時に、ヒ
アリングループを設置して、市民
が参加しやすい講座開催に努め
るとともに、設置の案内を広報
や市ホームページ、チラシ等に
掲載し、広く周知を図ります。

新型コロナウイルス感染拡大防
止の為、開催時期を変更し、３
密対策で参加者の入場制限を
行い実施しました。
　ヒアリングループを設置し、参
加しやすい講座開催に努めまし
た。
【悠々セミナー】
10月11日（日）第１回 46名
11月17日（火）第２回 25名
3月9日（火）第５回 26名
※第３回及び第５回は悠々セミ
ナーは、新型コロナウイルス感
染拡大防止強化期間に伴い中
止

会場内のヒアリングループの設
置を知らせる表示を行い、利用
しやすい環境を整える。広報や
ホームページをはじめ他のメディ
アを使って広く周知を図ります。

回数 5 3 C 9

43
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

スポー
ツ振興

課

誰もが気軽にスポーツに親しん
でいただけるよう、障がいの有
無にかかわらず楽しめる競技の
普及に努めます。

新型コロナウイルスの影響で、
毎年行っているスポーツフェス
ティバルは実施できなかったが、
ユニバーサルスポーツのボッ
チャ体験教室を開催することが
できた。市内の福祉施設の利用
者にも多く参加してもらうことが
できた。

車いす利用者や介助が必要な
参加者にも楽しんでもらうことが
できた。課題としては、施設のト
イレなどのバリアフリー化が十
分ではないため、今後改修する
などして改善が必要である。

参加者
数

15 50 AA 12

５社会
参加
活動
の推
進

（２）当事
者活動の
充実

43

①障がいの
ある人自身
による主体的
な活動への
支援

障がい
福祉課

障がいのある人が主体的に社
会参加活動に取り組めるよう支
援するため、障がい者団体の活
動に対する助成を行います。

障がい者団体に主体的な活動
のための助成を行ないました。

中止：スポーツ大会
開催：ボウリング大会（10月）
等

障がい者団体に助成を行ないま
したが、新型コロナウイルス感
染症の影響により、団体が主体
となった障がいのある人の社会
参加取組みが実施できませんで
した。また、新たな会員の確保
が引き続き課題となっています。

延参加
者数

930 76 D 930

43
②交流・学習
の場の充実

障がい
福祉課

交流会や研修会の開催や積極
的な参加を支援するため、障が
い者団体の活動に対する助成を
行います。

伊賀市障がい者スポーツ大会
開催のための助成を行なう予定
でしたが、新型コロナウイルスの
影響により大会が中止となりま
した。

新型コロナウイルスの影響によ
り、団体主催の交流会や研修会
がほぼ中止となりました。 回数 35 20 C 38
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

１市民
の理
解と協
働の
推進

45

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発

障がい
福祉課

障害者週間の街頭啓発やイベン
ト開催時に、啓発チラシを配布
し、市民への周知を図ります。

障害者週間に合わせ、伊賀鉄道
やコミュニティバスなどを活用し
た啓発活動を行いました。また、
市役所市民スペースにてパネル
展示を行いました。
新型コロナウイルス感染症の影
響により、街頭啓発事業が行え
ませんでしたので、地区市民セ
ンター等への啓発チラシを設置
しました。

公共交通や市役所市民スペー
ス展示などを利用した啓発活動
を行うことで、年齢幅広く周知す
ることができた。

社会福祉協議会発行の広報「あ
いしあおう」に簡単な手話を掲載
することで、広く市民啓発を図る
ことができました。

配布数 1,500 1,000 C 1,500

45

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発

人権政
策課

障がいのある人の人権に関する
理解と認識を深めるため、広報
いがやホームページのほか人権
の集いなどさまざまな機会を通
して積極的に発信していきます。
・障がいのある人の人権に関わ
る発信 回数（広報いが・講演会・
パネル展示等）

障がいのある人の人権に関する
理解と認識を深めるため、支所
を含めて「障がい者問題」の人
権パネル展を７回の実施と広報
誌を通した発信をしました。

人権パネル展：７回

新型コロナウイルス感染拡大の
ため、講演会等の開催（支所含
む）は中止となりましたが、
ひゅーまんフェスタについては、
新しい方法として、行政情報番
組ウィークリー伊賀市を利用し
て、伊賀市障がい者福祉連盟の
取り組みについて発信しました。
また、スポーツ少年団及び指導
者に対して、障がい者差別につ
ながる発言についての、理解促
進を図りました。

回数 9 7 B 9

45

②障がいを
理由とする差
別の解消の
推進

障がい
福祉課

障がいのある人からの相談等の
解決、情報共有の取り組みを行
います。

障がい者地域自立支援協議会
で障がい者差別解消支援専門
部会を設置し、情報共有等を行
いました。
（書面開催）

障がい者差別に関する取組状
況の情報提供を行うことで関係
機関の連携をはかる。学校から
の差別事象が多数報告される現
状があり、今後、さらに差別解消
のための取り組みを検討する必
要があります。

回数 1 1 A 1

Ⅲ
　
だ
れ
も
が
心
地
よ
く
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
つ
く
る

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性

C　計画の内容を50％以上70％未満実施
D　計画の内容を50％未満実施
E　計画の内容を未実施

R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考

（１)障がい
を理由とす
る差別の
解消の推
進

基本
方針

６段階評価(達成率)
ＡＡ 計画の内容を１００％を超えて実施
Ａ　計画の内容を１００％実施
Ｂ　計画の内容を７０％以上１００％未満実施

目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮ら
せるまちをつくる
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考
基本
方針

45

②障がいを
理由とする差
別の解消の
推進

人権政
策課

障害者差別解消法の理念に
のっとり、障害を理由とする差別
の解消のため、講演会や地区懇
談会・研修会等で積極的に呼び
かけ啓発します。
・障がい者の人権に関わるイベ
ント及び人権問題地区別懇談会
の開催回数
当事者が傷つく言動について、
市民に理解してもらうために、当
事者への聞き取りを通して、「障
がい者差別ガイドライン」を策定
し、ホームページ等を通して市民
に周知するとともに、人権資料と
して活用します。

障害者差別解消法等、障がい者
問題について、講演会や地区
懇・研修会等において、啓発を
行う予定であったが、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため、
地区別懇談会や研修会が中止
や延期となりました。
また、障がい者差別ガイドライン
については、障がい者への聴き
取りを実施し、素案をまとめまし
た。

新型コロナウイルス感染拡大の
関係で、人権地区別懇談会を中
止となった地区もありましたが、
人権問題地区別懇談会が実施
できた地区については、市内小
中学校での「障がい者差別につ
ながる発言」について情報共有
を行い、理解促進を図りました。
障がい者差別ガイドラインの策
定については、関係団体や庁内
関係部署に意見等をいただきな
がら仕上げました。

回数 30 15 C 25

46
③学校での
交流や体験
学習の推進

保育幼
稚園課

障がいや子どもの個性について
理解し、共に生きるため何が必
要であるのか考えながら、接し
方等を身につけるため、小学校
等と連携し、交流や体験学習等
の取り組みを推進します。

学校教育課や小学校等と連携
し、個々の特性を理解しながら
交流や体験学習、授業参観等
の取り組みを積極的に実施しま
した。また、保育士の障がいに
対する理解や意識を深めるよう
に努めました。

例年、研修会や交流会で学んだ
ことを所(園)内研修で還流し、子
どもの特性を理解して障がい児
保育の実践に取り組んでいま
す。今年は新型コロナウイルス
感染予防の観点から、交流会や
体験学習は実施できにくい状況
でしたが、書面や口答による情
報交換や子どもの理解をすすめ
ました。しかし、施設によって取
り組みにバラツキがあるのが課
題です。

箇所数 16 16 A 16

46
③学校での
交流や体験
学習の推進

学校教
育課

障がい者団体や住民自治協議
会等と協働しながら、障がい者と
ともに活動する交流や体験学習
等の取組を推進します。

新型コロナウイルス対応により、
障がいのある人をゲストティー
チャーとして招く交流や体験学
習の多くは中止せざるをえな
かったが、30校において障がい
者理解につながる学習に取り組
みました。

学習を通して、障がい者への理
解を深めることができましたが、
今後も発達段階に応じて、交流
や体験学習等を含めた取り組み
を進めていく必要があります。

箇所数 30 30 A 31

46

④地域での
福祉教育や
交流・体験学
習等の推進

障がい
福祉課

各種イベント開催時において、
障がいのある人と地域住民との
交流会等を開催します。

ひゅーまんフェスタ2020への参
加を予定していたが、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により
イベントが中止となり、代わりに
行政情報番組を利用して伊賀市
障害者福祉連盟の取り組みにつ
いて、発信しました。
また、さまざまなイベント等が中
止となったことから「広報いが」
や行政情報番組での啓発を行
いました。

イベント等が中止となりました
が、「広報いが」や行政情報番組
での啓発を行いました。

参加
者数

300 未実施 E 395

Ⅲ
　
だ
れ
も
が
心
地
よ
く
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
つ
く
る
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考
基本
方針

１市民
の理
解と協
働の
推進

（２）障がい
のある人を
支援する
地域福祉
活動の推
進 46

①ボランティ
ア等の養成と
活動への支
援

障がい
福祉課

聴覚障がいのある人の支援者と
して携わっていただける新たな
人材確保のため手話奉仕員養
成講座修了生に対してのフォ
ローアップ研修会を開催いたし
ます。また、手話に関しての啓発
に取り組みます。
視覚障がい者の支援のため、点
訳・音読奉仕員養成事業を行い
ます。

日常会話程度の手話表現技術
を取得するため、手話奉仕員の
養成講座（全27回）を予定してい
ましたが、新型コロナウイルス感
染症の影響により中止となりまし
た。
視覚障がい者の支援のため、点
訳・音読奉仕員養成事業につい
ては、受講人数等を考慮し開催
しましたが、申込者からの参加
自粛などがありました。

養成講座の研修と体験を通じて
新たな人材育成に取り組み、今
後、地域において活動を行って
もらうための支援体制の検討が
必要です。

参加
者数

10 2 D 20

46

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

障がい
福祉課

民生委員等と地域での助け合い
活動を推進するための勉強会を
開催します。

地域の相談員への勉強会を開
催しました。新型コロナウイルス
感染症防止対策のため、４回の
うち２回は書面での開催となりま
した。
民生委員・児童委員への研修等
は開催することができませんでし
た。

身近な地域支援者である民生委
員・児童委員への障がい福祉に
関する研修等が行えませんでし
た。

回数 10 4 D 10

46

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

医療福
祉政策

課

地域福祉ネットワーク会議の未
設置地区の解消とともに、設置
された地域での活性化のため
に、連絡会を設立して横の連携
が出来るようにしていくとともに、
地域において拠点となるプラット
フォームづくりの準備を進めてい
きます。

地域福祉ネットワーク会議（協議
体）間の相互連携や情報交換を
図るための連絡会を設置し、
メーリングリストにより情報を共
有することに努めました。また、
地域福祉ネットワークフォーラム
をオンラインで開催しました。

地域福祉ネットワーク会議連絡
会を設置することはできました
が、新型コロナウイルス感染症
の拡大により、設置に係る報告
会や研修会等は開催できません
でした。しかし、メーリングリスト
により個々の取り組みについて
情報共有することができました。

設置団
体数

39 37 B 37

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

48

①ユニバー
サルデザイン
の普及・啓発
の推進

障がい
福祉課

障害者週間の街頭啓発の際に、
障害者差別解消法に関する啓
発チラシを配布し、ユニバーサ
ルデザインの理念の普及を行い
ます。

障害者週間に合わせて公共交
通機関や市役所市民スペース
展示などで障害者差別解消法に
関する展示や地区市民センター
などへチラシを配布しました。
新型コロナウイルス感染症の影
響により、例年行っている街頭
啓発事業は実施できませんでし
た。

啓発チラシを配布し、障がいの
あるなし等に関係なくだれもが利
用しやすいユニバーサルデザイ
ンの理念を普及することができ
ました。 配布数 1,500 1,000 C 1,500

48

①ユニバー
サルデザイン
の普及・啓発
の推進

医療福
祉政策

課

ユニバーサルデザイン庁内推進
委員会を活用し、市職員の理解
度を上げるだけでなく、市民へユ
ニバーサルデザインの理念を広
げていくための取組みを検討し
ます。

新型コロナウイルス感染症防止
のため、庁内推進委員会の会議
の開催は中止になりましたが、
書面開催により意見聴取を行う
などして情報の共有を図りまし
た。その結果市民を対象に「ユ
ニバーサルデザインに関する庁
舎アンケ―ト」を実施しました。

新庁舎に関して初めての市民ア
ンケートを実施したことにより、
ユニバーサルデザインについて
市民周知に繋げることができま
した。今後も継続的に行っていき
たいと考えます。

回数 1 1 A 1

（１）ﾕﾆﾊﾞｰ
ｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
のまちづく
りの推進
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考
基本
方針

48

②情報のユ
ニバーサル
デザイン化の
推進

障がい
福祉課

窓口で円滑なコミュニケーション
が図れるよう、簡易筆談器等を
設置するとともに、手話通訳者
の配置を行います。

障がい福祉課窓口にカウンター
型磁気ループ設置、主要窓口の
簡易筆談器の設置を行なうとと
もに、手話通訳者の配置を行い
ました。

簡易筆談器の設置や手話通訳
者の配置により、窓口での円滑
なコミュニケーションを図ること
ができました。

設置手
話通訳
者数

1 1 A 1

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業

の推進

障がい
福祉課

市などが主催する講演会や研修
会に手話通訳者及び要約筆記
奉仕員の派遣を行います。

講演会や研修会に手話通訳者
及び要約筆記奉仕員の派遣を
行いました。新型コロナウイルス
の影響により、件数は減少しまし
た。
手話通訳 　５件
要約筆記   ２件
行政情報番組で手話通訳付番
組の放送　２件
ヒアリングループ貸出　０件
思いやり駐車場コーンカバー貸
出　　１件
移動式障がい者用トイレ貸出　０
件

聴覚障がい者等の情報保障や
社会参加の増進のため、派遣の
ニーズは高く、手話通訳者や要
約筆記奉仕員の人材確保が課
題です。

回数 55 10 D 56

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業

の推進

障がい
福祉課

障がい特性を知り、ユニバーサ
ルデザインの理解を深めるため
に、職員を対象にした障がい特
性についての研修会を開催しま
す。

市職員の障がい理解を深めるた
めに研修会を年２回開催する予
定でしたが、新型コロナウイルス
感染症防止対策として人数を制
限し１回のみ実施しました。

コロナ禍において、今後どのよう
に研修を開催できるかの検討が
必要です。

延参加
者数

200 16 D 209

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業
の推進

医療福
祉政策

課

ユニバーサルデザイン庁内推進
委員会を活用し、各課の実務が
ユニバーサルデザインの理念に
基づいた事業となるよう、検討を
行います。

市職員対象のユニバーサルデ
ザイン研修会を開催したほか、
ユニバーサルデザインの理念を
更に深めるため、今年度も２月
から３月にかけて市の全職員を
対象にチェックシートを実施しま
した。

研修を引き続き実施し、各課で
研修内容を共有することで、ユ
ニバーサルデザインの理念に基
づいた事業の実施につなげてい
きます。 回数 1 1 A 1
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考
基本
方針

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（１）ﾕﾆﾊﾞｰ
ｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
のまちづく
りの推進

48

③ユニバー
サルデザイン
の理念に基
づいた事業
の推進

広聴情
報課

わかりやすい広報紙や行政情報
番組を作成します。

４月号から広報紙を月１回発行
とし、１号あたりの記事量が増え
たことから、より簡潔でわかりや
すい文章にするよう努めました。
また、受け取る情報量が減少し
ないように、各記事に二次元
コードを付記しホームページに
誘導しました。
行政情報番組では、すべての人
にわかりやすい番組となるよう
映像・表現・テロップについて工
夫しました。また、作成した番組
をYouTubeで公開し、情報取得
方法の多様化に対応しました。

今後もわかりやすい広報紙や行
政情報番組を作成します。

回数

広報紙
12

行政情
報番組

53

広報紙
12

行政情
報番組

53

A

広報紙
23

行政情
報番組

52

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（２）移動に
関する支
援

49

①安定的で
持続可能な
交通サービ
スの提供

交通政
策課

H27.8月策定の「伊賀市地域公
共交通網形成計画」に基づき各
種施策を実施します。
【主な取り組み内容】
・伊賀市地域公共交通網形成計
画は２０２０年（R２年）度までの
計画であるため、次期計画を策
定します。
・現行個別施策の進捗状況把握
及び評価
・次期計画策定のための各種ア
ンケート調査結果に加え、障が
い者福祉計画調査結果等、他部
署実施の調査結果によるニーズ
把握
・現行計画内容の見直し
・次期計画に反映する改善策の
検討

現行個別施策の進捗状況把握
及び評価を行い、現状を踏まえ
た上で、公共交通を取り巻く環
境の変化にも対応した次期計画
「伊賀市地域公共交通計画」の
策定を進め、２０２１年３月３１日
に公表しました。
なお、策定にあたっては自課実
施のアンケート調査結果のほ
か、他課実施のパブリックコメン
ト募集結果を参考にするととも
に、庁内関係各課や市内交通事
業者に聴き取りを行いました。

計画策定にあたり、公共交通の
現状を把握するとともに、市民の
ニーズも把握することができまし
た。
今後、新しい計画のもと、コロナ
禍の厳しい状況も踏まえなが
ら、維持・存続が可能な交通体
系を構築していくことが課題と
なっています。

【伊賀市
地域公共
交通網形
成計画に
おける評
価指標】

100 100 Ａ 100%

49
②福祉有償
運送の充実

介護高
齢福祉

課

福祉有償運送の実施法人が運
行を継続できるよう、引き続き運
営に要した経費の一部を助成す
ることで、移動に制約のある高
齢者等を支援します。

福祉有償運送実施法人が継続
して運行できるよう運営に要した
経費の一部を助成しました。ま
た、市民からの問い合わせに
は、身体状況を詳しく聞き取るこ
とで必要性を確認し、福祉有償
運送事業者に繋ぎました。
補助金対象：８法人

福祉有償運送実施事業者に運
営補助を行うことにより、事業者
の費用負担の軽減に繋がりまし
た。しかし、継続した福祉有償運
送事業を行っていくためには、事
業所の運転手等の確保とそれに
見合う対価の確保が必要である
ため、その解決策が課題となっ
ています。

回数 15,000 13,778 B 17,686

49

③移動支援
のための
サービスの
充実

障がい
福祉課

障がいのある人の社会参加の
ための移動支援を行います。

障がいのある人の社会参加の
ための移動支援（ガイドヘルプ）
サービス給付を行いました。
登録事業者数　32か所

コロナ禍での支援の難しさがあ
り、支援にあたりさまざまな検討
が必要です。

利用
者数

150 132 B 149
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事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率

目標
Ⅲ

基本計画
第3次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ２年度）実績

事業実
施課

計画
ページ

Ｒ２年度事業予定方向性 R1実績
2020（R２）実施事業の進捗状況

備考
基本
方針

２快適
で安
全なま
ちづく
りの推
進

（３）防災、
防犯に関
する支援

50

①防災、防犯
に関する意
識づくりの推
進

総合危
機管理

課

出前講座として、「防災講話」な
どに出向き、住民の防災意識の
向上に努めます。

出前講座として、「防災講話」な
どに出向き、住民の防災意識の
向上に努めた。

住民の防災意識の向上を図れ
たが、新型コロナウイルス感染
症流行の影響で地域の学習会
などの中止延期が相次ぎ、実績
が伸びなかった。

回 65 12 D 64

50

①防災、防犯
に関する意
識づくりの推
進

総合危
機管理

課

防災や防犯に関する情報を加入
登録していただいた住民に提供
するために「あんしん防災ねっ
と」の加入促進に努めます。

防災や防犯に関する情報を加入
登録していただいた住民に提供
するために「あんしん防災ねっ
と」の加入を促進した。

今年度は、新型コロナウイルス
感染症の蔓延により、市民の情
報入手に対するニーズが高まっ
た。 加入者

数
4,600 4,679 AA 4,541

50
②災害時の
支援体制づく
りの推進

総合危
機管理

課

災害時に高齢者や障がいのあ
る人などが、安心して避難できる
ような地域支援体制を目指し、
出前講座を通じた地域への防災
啓発に取り組みます。

出前講座として、「防災講話」な
どに出向き、住民の防災意識の
向上に努めた。

住民の防災意識の向上を図れ
たが、新型コロナウイルス感染
症流行の影響で地域の学習会
などの中止延期が相次ぎ、実績
が伸びなかった。 回 65 12 D

申請率
54

避難行動
要支援者
避難支援
プラン見直
しのため指
標を変更

50

③障がいに
配慮した避
難所の確保
と避難所での
生活支援の
推進

障がい
福祉課

災害の際に避難所へ配置された
職員が障がいの特性に応じた支
援ができるように、職員を対象に
した障がいに関する研修会を開
催します。

市職員の障がい理解を深めるた
めに研修会を年２回開催する予
定でしたが、新型コロナウイルス
感染症防止対策として人数を制
限し１回のみ実施しました。

コロナ禍において、今後どのよう
に研修を開催できるかの検討が
必要です。
今後も、一人でも多くの職員に
参加してもらえるような研修内容
等の検討を行っていく必要があ
ります。

延参加
人数

200 16 D 209

50

③障がいに
配慮した避
難所の確保

と避難所での
生活支援の

推進

総合危
機管理

課

地域主体の避難所運営ができる
ように、地域において研修会や
図上訓練等防災取組を行い、障
がい者への適切な配慮ができる
避難所運営を行うための環境づ
くりの推進を図ります。

東部地区において避難所運営
の訓練を実施し、障がい者に配
慮した避難所運営を行うための
環境づくりを推進した。

東部地区において避難所運営
の訓練を行い、障がい者のに配
慮した避難所運営を行うための
環境づくりを推進できた。 地域数 1 1 A 1
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【資料５】

６段階評価(達成率)

目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 34 11 6 5 1 6 4 1

目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 45 10 13 13 4 4 1 0

目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる　

ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

合計 25 1 9 4 3 7 1 0

総数 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ なし

104 22 28 22 8 17 6 1
総合計

事業実施課 計画
達成率

 ＡＡ 計画の内容を１００％を超えて実施
 Ａ　 計画の内容を１００％実施
 Ｂ　 計画の内容を７０％以上１００％未満実施
 Ｃ　 計画の内容を50％以上70％未満実施
 Ｄ　 計画の内容を50％未満実施
 Ｅ　 計画の内容を未実施

■第３次伊賀市障がい者福祉計画　令和２年度事業実績シートまとめ

事業実施課 計画
達成率

事業実施課 計画
達成率


